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1. はじめに 

日本列島は，プレートの収束帯に位置しており，安定大陸に比べて地殻変動や火成活動が活発であ

ることから，我が国における地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質環境」に「性能に

余裕をもたせた人工バリア」を設置するという特徴を有する（核燃料サイクル開発機構，1999a2)：以下，

「第 2 次取りまとめ」）。すなわち，第一に自然現象によって地層処分システムに期待される物理的な隔離

機能が損なわれる恐れがないようなサイトを選ぶことが前提となる。さらに，サイト固有の地質環境や想定

されるそれらの長期的な変化を見込んで，合理的な地層処分システムを構築した上で，長期的な安全性

を確認することが必要となる。そのためには，サイトやその周辺においてマグマの貫入・噴火や断層運動

に伴う岩盤の破壊など，地層処分システムに著しい影響を及ぼす現象が発生する可能性のほか，地殻

変動などによって生じる地質環境（例えば，熱特性，水理特性，力学特性，地球化学特性）の長期的な

変化を予測・評価しておくことが重要となる。日本原子力研究開発機構（以下，「原子力機構」）では，

1988 年より「深地層の科学的研究」の一環として，これらの調査・評価に係る研究開発（地質環境の長期

安定性に関する研究）を進めてきた。 

このうち，1999 年 11 月に報告した第 2 次取りまとめでは，関連する地球科学の分野に蓄積された情報

や知見を分析するとともに，地層や岩石の年代測定などを補足的に実施し，過去から現在までの活動の

中に認められる傾向や規則性に基づいて，自然現象の将来の活動の可能性や変動の規模などを検討

した。その結果，地層処分に適した安定な地質環境が我が国にも広く存在し得るとの見通しが得られた。

また，その科学的な根拠となる基盤情報として，活断層や第四紀火山，海成段丘の分布・形成年代など

に関する全国レベルでのデータベースを整備してきた（核燃料サイクル開発機構，1999b3)）。第 2 次取り

まとめ以降については，「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」4)（以下，「最終処分法」）の成立

や実施主体の設立など，我が国の地層処分計画が事業の段階に進展したことを踏まえ，最終処分法に

定められた最終処分施設の建設スケジュールや段階的な選定要件などを念頭に置きつつ，特に第 2 次

取りまとめやその評価（例えば，原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会，20005)；OECD/NEA，

19996)）の過程で明らかにされた研究課題に焦点をあてて研究を進めてきた。さらに，2002 年には原子力

安全委員会から文献調査段階の予定地の選定に係る要件となる「高レベル放射性廃棄物の概要調査

地区選定段階において考慮すべき環境要件について」7)（以下，「環境要件」）が示されたが，実施主体

ではこれらを受けて「概要調査地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構，20028)）（以下，「考

慮事項」）を公表した。その一方で，「高レベル放射性廃棄物処分の安全規制に係る基盤確保に向けて」

（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会，20039)）や「放射性廃棄物

処理・処分に係る規制支援研究について」（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄

物安全小委員会，200910)）などにより，安全規制にとって重要な研究分野や課題が示されるなど，研究

開発を進めていく上での方向性や具体的な研究課題がさらに明確にされてきた。 

地層処分の研究開発を全体として計画的かつ効率的に進めるため，経済産業省資源エネルギー庁

は 2005 年 7 月に「地層処分基盤研究開発調整会議」（以下，「調整会議」）を設置し，中長期的かつ体系

的な視点での研究開発計画の検討・調整を行ってきた。さらに，2006 年 12 月には，「高レベル放射性廃

棄物の地層処分基盤研究開発に関する全体計画」11)（以下，「全体計画」）が策定され，関係研究機関

は，この計画に基づき，それぞれの分野の研究開発を進めている。全体計画では，2000 年以降の研究

開発を 3 つのフェーズに区分し，それぞれの段階において反映先や段階目標を設定している。このうち

フェーズ 1（平成 17 年頃まで）では，処分事業の概要調査への反映や安全審査基本指針などの検討・策

定に資することを目標とし，「地上からの地質環境調査技術の体系的整備」と「幅広い地質環境を対象と
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した評価手法の整備」を，フェーズ 2（平成 24 年頃まで）では，平成 20 年代中頃を目途とする精密調査

地区選定時期を念頭に，精密調査前半への反映や安全審査指針・基準の検討に資することを目標に，

「地上からの調査に関わる技術基盤の確立」と「実際の地質環境へ適用可能な評価手法の整備と工学

的実現性の提示」を行うこととしている。さらに，フェーズ 3（平成 20 年代後半まで）では，平成 40 年前後

を目途とする最終処分施設建設地選定に向けた，精密調査後半への反映，安全規制のための指針・基

準（例えば，安全審査指針や処分場の技術基準）の策定や安全審査などに資することを目標とし，「地下

施設を活用した調査に関わる技術基盤の確立」と「実際の地質環境を対象とした体系的・合理的な評価

手法と工学技術等の実証」を目指している。そのため，原子力機構においても全体計画との整合性を図

りつつ，第 1 期中期計画（2005 年 10 月～2010 年 3 月）では，「精密調査地区の選定において重要とな

る地質環境条件に留意して，自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価するための調査技術の体系

化やモデル開発等を進める」ことを目標に掲げ，これまでの 5 か年間に断層運動，火成活動，隆起・侵食

／気候・海水準変動などの自然現象に焦点をあてて，（精密調査地区の選定に際して実施される）概要

調査に必要な調査技術の整備と自然現象に伴う地質環境の変化の程度を予測・評価するための手法の

開発に取り組んできた。 

その結果，地下深部のマグマなどの検出技術や河成段丘の編年に基づく隆起量の算定手法，将来

の大局的な地形をシミュレートする技術など，概要調査に必要な技術基盤の整備が進んだ。その中でも，

東濃地域を例とした古気候・古環境の復元や非火山地帯における熱水活動のメカニズムの解明などとい

った研究では，過去約 30 万年までに及ぶ古気候・古環境について新たに内陸小盆地の堆積物を用い

た解析手法を提示したこと，スラブ起源の流体が関与する熱水活動が存在することを明らかにしたことな

ど，地層処分技術の分野に限らず学術的にも大きな成果を上げた。その一方で，変動地形の不明瞭な

活断層の認定や活動性の評価，河成段丘の発達の乏しい地域における隆起量の算定に係る調査技術

など，研究開発の進展に応じて必要性が生じた技術については，今後も引き続き研究開発を継続し，概

要調査などに向けての技術基盤を着実に整備していくことが重要となる。また，最近になってステークホ

ルダーからの技術開発ニーズとして，十万年を超える自然現象の超長期評価の考え方及び方法論の確

立といった技術基盤の整備が求められている。これらの背景や状況，さらには関係研究機関や大学など

で行われている最近の研究の動向なども踏まえて，当該研究に係る今後 5 か年（2010 年 4 月～2015 年

3 月：第 2 期中期計画期間）の基本計画を作成し，研究開発の方向性，研究課題，達成目標，推進方策

などを示した（梅田ほか，20101)）。本報は，この基本計画をベースに，その 5 か年の初年度にあたる平成

22 年度に実施する，より具体的な研究計画である。 
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2. 「地質環境の長期安定性に関する研究」の基本的考え方 

2.1 地層処分における将来の地質環境の予測・評価の重要性 

前述したように，我が国では地層処分の長期的な安全性を確保するため，自然現象に伴う地質環境

への影響に係る様々なシナリオを想定し，地層処分システムに期待される物理的な隔離機能が損なわれ

る恐れがないような地域を選んだ上で（サイト選定），地質環境の変化を見込んだ評価ケースを設定し，

各ケースにおいて放射性物質の移行や人間環境への影響などが総合的に検討される（安全評価）。そ

のためには，①それぞれのシナリオが生じる可能性のほか，②シナリオにおいて想定される地質環境の

変化の幅の二つを予測・評価する（以下，「将来の地質環境の予測・評価」）ための手法を整備することが

重要となる。これらのうち前者は特にサイト選定に，後者は変動シナリオ（自然現象や将来の人間活動に

よって処分システムの性能に有意な影響が及ぶことは考えにくいものの，それらをシナリオの不確実性と

して取り扱うためのシナリオ）を考慮する際の安全評価に密接に関係する。例えば，対象とする期間（ここ

では将来十万年程度）において，マグマの貫入・噴火などといったシステムの物理的な隔離機能が損な

われる恐れのある場所については，サイト選定によって回避することが前提となる。概要調査などにおい

ては，そのような場所が候補地（及びその周辺）に存在するのか否か，存在するのであればどの範囲なの

かを示すことが，サイト選定における予測・評価の基本的な役割である（将来において回避すべき範囲の

提示）。一方，将来十万年程度の期間であっても地殻変動や気候・海水準変動によって地下水の流れ

や水質などについては，何らかの変化が生じることが想定される。そのため，これらの外的要因による地

質環境（例えば，熱特性，水理特性，力学特性，地球化学特性）の変化がどの程度の幅で起こりうるかを

提示することが，変動シナリオを考慮した安全評価に対する役割となる（将来の地質環境の変化の幅の

提示）。なお，ここでいう将来の地質環境の予測・評価とはいずれのケースにおいても，いつ，どこで，何

が起こるのかを言い当てるような予知とは違い，対象とする期間において裕度をもった範囲と変化の幅を

提示するものである。 

2.2 サイト選定における予測・評価の考え方（回避すべき範囲の提示） 

サイト選定における将来の地質環境の予測・評価は，対象とする期間において，極端な隆起・侵食，

断層運動や火成活動によって地層処分システムの物理的な隔離機能が損なわれる可能性が大きい場

所を予測することであり，これによって接近シナリオ（火成活動や隆起・侵食などの自然現象や将来の人

間活動を発端として，処分場に埋設された高レベル放射性廃棄物と人間との距離が接近し，影響が生物

圏へ及ぶことを想定するシナリオ）による影響を排除し，地層処分の長期的な安全性を示すものである。

そのためには，①多重バリアの防護機能の喪失を引き起こす恐れがある潜在的な現象の存在をあらかじ

め特定するとともに，②すでに顕在化している現象についても過去から現在までの変動の傾向と規則性

に基づく外挿によって，それらの地域を適切に排除していくことが重要となる。これらのうち，実施主体の

考慮事項に述べられている将来十万年間で 300 m 以上の極端な隆起・侵食が生じ得る地域については，

第 2 次取りまとめにおいて既に全国の隆起量図が作成されており，文献調査の段階でその範囲を特定

することは可能である。一方，断層運動や火成活動については，概要調査などによって候補地やその周

辺において地下深部の震源断層や溶融体（マグマ）の存否を確認することが求められる。また，概要調

査などで排除されるべき活断層については，地表からの調査段階で取得されたデータによってその存在

が判断されるが，その上で，現在の地殻応力場が継続するとの仮定の下で，現在の活断層の進展や破

砕帯の拡大や地質断層の再活動などが生じる可能性がある範囲を一定の裕度を見込んで提示すること

が必要となる。 
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一方，日本列島のネオテクトニクスの枠組みが成立したのは，鮮新世から中期更新世頃と考えられて

おり（米倉ほか編，200112)），100 万年オーダの時間スケールでの予測・評価を想定した場合では，現在

のテクトニクスそのものが転換する可能性を考慮する必要が生じる。こうした時間スケールでは，地殻応

力場の変化に伴う新たな断層の形成や隆起・沈降のパターンの変化が生じることも想定されることから，

サイト選定において物理的隔離機能が喪失する可能性が高い地域を厳密に特定することは困難となる。

このようなケースに関しては，候補地において断層運動や火成活動が仮に発生したと想定して（稀頻度

事象シナリオ），その影響を検討するといった評価方法を用いることが妥当であると考えられる（例えば，

「余裕深度処分の管理期間終了以後における安全評価に関する考え方（案）」，原子力安全委員会 放

射性廃棄物・廃止措置専門部会，201013)）。また，「放射性廃棄物処分の安全評価に係わる共通的な重

要事項について」（原子力安全委員会，200414)）では，超長期の評価期間に伴って派生する不確実性に

ついては，シナリオの発生の可能性を勘案し，その影響の大きさを評価する，いわゆるリスク論的考え方

に基づく安全評価手法が有効であることが指摘されている。そのため，超長期に想定されるシナリオが発

生する可能性については，それらの対象となる期間と範囲に基づき，（例えば，時空間点過程モデルな

どによって）確率論的に提示することなどが考えられる。 

2.3 安全評価における予測・評価の考え方（地質環境の変化の幅の提示） 

変動シナリオに基づく安全評価における将来の地質環境の予測・評価は，自然現象に関する過去の

記録や現在の状況を調査し，それらのデータや知見に基づき将来十万年程度の地質環境の変化の幅

を提示することである。これらの外的要因によって引き起こされる地質環境の変化は，以下の二つの方法

によって予測・評価がなされる。一つめは，断層運動を含めた地殻変動に係る物理モデル（現象論的モ

デル）やモダンアナログ的なアプローチによって将来の地形や気候の状態を推定し，それらを場のモデ

ルや境界条件として設定して，地下水の流れや水質などといった地質環境の変化の大きさを見積もる方

法である（物理モデルによる数値解析による予測：演繹的アプローチ）。二つめは，古水理地質学的なア

プローチによって過去から現在までの地下水の流れや水質などを再現した上で，それらの変動傾向から

将来の地質環境の変化の幅を外挿するといった手法である（過去から現在までの変動傾向の外挿による

予測：帰納的アプローチ）。いずれのケースにおいても，過去から現在までの隆起・沈降量や気候・海水

準のサイクルなどを精度良く把握することが重要となる。 

一般に，日本列島では過去十万年程度の地形学的情報（沿岸域では MIS（Marine Isotope Stages：海

洋酸素同位体ステージ）5e の海成段丘，内陸では MIS2 及び MIS6 の河成段丘）が多くの地域で得られ

ることから，将来十万年程度の地質環境の変化については，一定の信頼性をもって予測・評価が可能と

なると考えられる。しかしながら，それ以前の地形学的情報は得ることが困難であることから，十万年を超

えるような時間スケールについては，予測・評価に伴う不確かさが著しく増大すると考えられる。そのよう

な場合には，過去数十万年以上のイベントの追跡が可能な地質学的情報に基づく古水理地質学的なア

プローチによって，それぞれの時代で再現された地下水の流れや水質などの変動パターンの外挿から

将来の変化の幅を推定することが可能であると思われる。これらについては，東濃及び幌延を事例に，

過去の地形・地質，気候・海水準変動のデータに基づき，数十 km 規模での過去から現在までの地下水

の流れや水質を再現する試みが行われている。この古水理地質学的アプローチによって，濃尾平野から

木曽山脈，美濃・三河高原にかけての木曽川，土岐川（庄内川）の流域を対象に，1.5 Ma から現在まで

の地下水流動について地下 10 km までの解析を行った。これによると，流域の中流部の地下 1 kmでは，

ダルシー流速の分布が 1.5 Ma から現在までに 10-10 m/sec から 10-8 m/sec に変化している。これは，阿寺

断層や養老断層などの活断層による山地の隆起と平野の沈降による大局的な地形の変化に伴う動水勾

配の増大に起因する。しかしながら，過去 10 万年オーダでは，ダルシー流速はほとんど変化していない
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ことがわかる（尾上ほか，200915)）。このことは，過去の地質環境の変動傾向に基づく予測・評価では，対

象とする時間スケールに応じて外挿に伴う不確実性が異なっていることを示唆する。すなわち，将来十万

年以上の予測・評価には，地質環境がオーダで変化する不確実性が内在する可能性もある一方で，将

来十万年程度の予測・評価は高い確度（予測結果に伴う不確実性がオーダの範囲）で行うことができると

考えられる。 
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3. 研究開発の方向性と達成目標 

3.1 研究開発の方向性 

地質環境の長期安定性に関する研究では，最新の科学的知見・情報を取り込んだ全国レベルでの自

然現象に関するデータベースの更新や個別現象の理解といった基盤的な研究を継続する一方で，サイ

ト選定や安全評価に必要となる調査技術や評価手法の整備に重点をおいて研究を進めてきた（武田ほ

か, 200416)；梅田ほか, 200517)）。第 1 期中期計画では，最終処分事業の概要調査や安全審査基本指針

などの検討・策定に研究成果を反映できるよう，概要調査などに必要となる，①自然現象に関する過去

の記録や現在の状況を調査するための体系的な技術の整備（調査技術の開発・体系化），特に，変動シ

ナリオを考慮した安全評価の基盤となる，②将来の自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価するた

めの手法の整備（長期予測・影響評価モデルの開発）のほか，③最先端の分析装置などを用いた放射

年代測定や鍵層の高分解能同定法などによる編年技術の高度化（年代測定技術の開発）を進めてきた。

現時点において特定の地質やサイト（テクトニックセッティング）が選定されているわけではないことから，

第 2 期中期計画でもこの枠組みでの研究開発を引き続き推進していくこととする。第 2 期中期計画（平成

22 年度～平成 26 年度）では，「地質環境の長期安定性に関する研究については，精密調査において重

要となる地質環境条件に留意して，天然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価する手法を整備する」

ことを目標に掲げている。また，全体計画のフェーズ 2 では平成 24 年頃までに「精密調査の前半に相当

する地上からの調査に関わる技術基盤の確立」を目標としていることから，今後 5 か年の研究開発につい

ては，特に，概要調査と精密調査の前半に必要となる地上からの調査技術に重点を置いて進めていくこ

とが肝要である。一方で，全体計画のフェーズ 3 では，平成 20 年代後半頃までを目途に，「精密調査の

後半に相当する地下施設を活用した調査に関わる技術基盤の確立」を目標としている。そのため，第 2

期中期計画後半においては，地下施設を活用した調査に係る技術基盤の整備に着手する。現時点に

おいて，坑道掘削時に遭遇した断層の活動性の評価や処分場閉鎖後の自然現象のモニタリング技術な

どの課題があり，今後は課題全体について検討していくことが肝要である。なお，今後は最終処分事業

における候補地の選定や安全規制に係る安全審査指針・基準なども具体化していくことから，当面は引

き続き幅広い地質環境を対象としたジェネリックな視点を保ちつつ，サイトスペシフィックな条件への具体

的な展開をも念頭に置いた研究開発を進めることが重要となる。 

第 1 期中期計画では，断層運動，火成活動，隆起・侵食／気候・海水準変動の 3 つの分野に係る研

究開発について，網羅的に研究資源が投資されてきたが，その研究開発の進展は分野ごとに異なって

いる。そのため，第 2 期中期計画については，これまでの各分野における達成状況のほか，最終処分施

設建設地を選定する過程の各段階において重要な要件になると想定される断層運動に着目し，特にサ

イト選定に係る技術基盤の整備を重点的に進めていく必要がある。地震や活断層に関する研究につい

ては，防災や原子力施設の耐震評価などに関連して，様々な研究機関が参画した重点的な研究により，

多くの科学的知見や調査技術の開発が進められている。本研究においてもこれらの知見や技術を積極

的に導入するが，これらの研究の目的は，数十年オーダの地震防災や原子力発電所などの耐震評価で

あることから，数万年以上の期間の安全性の確保を念頭において研究開発を進めることが肝要である。

そのため，評価の対象とされる活断層が必ずしも「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（平

成 18 年 9 月，原子力安全委員会決定 18)）に示されたような後期更新世以降に活動した断層に限定する

ものではない。この点については，木村（2002）19)においても，地層処分のような 10 万年オーダといった

長期の安全性を確保するためには，いわゆる“（狭義の）活断層”のみを避けることだけでは不十分である

ことが指摘されている。そのため，本研究で取り扱う活断層は第四紀に活動した断層を対象としている。 

また，これまでの研究開発では，将来十万年程度の将来の地質環境の予測・評価を念頭において研
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究開発が進められてきたが，今後，さらに長期の予測・評価が求められた場合，前述のように過去の記録

が著しく乏しくなることによって，予測・評価に伴う不確実さが増大することが予想される。この場合には，

想定されるシナリオによって生じる地質環境の変化の幅を提示するだけではなく，そのシナリオ自体が起

こりうる可能性を併せて示すことが重要となる。そのためには，確率論的なアプローチによりシナリオが発

生する可能性を定量化するといった試みやプレート運動の転換に伴うテクトニックな環境の変動を考慮し

た物理モデル（現象論的モデル）の開発など，より長期の予測・評価に必要となる研究課題を検討してい

く必要がある。さらに，第 2 期中期計画では，将来の地質環境の予測・評価に係る信頼性の向上を図る

ためにも，放射年代測定法やテフロクロノロジーなどの編年技術の高度化を着実に進めていく。 

3.2 当面の達成目標 

3.2.1 調査技術の開発・体系化 

調査技術の開発・体系化については，候補地が有する地質環境が最終処分法による段階的な処分

地の選定要件や原子力安全委員会による環境要件などに適合するか否かを判断するための情報（デー

タ）を概要調査などを通じて取得するための技術基盤を整備するものである。特に，概要調査において，

活断層や第四紀火山などの存在が文献調査の段階で確認できない場合には，地表踏査，物理探査，ト

レンチ調査などによって，これらの存在を確認することが求められており，そのための調査技術の開発は

喫緊の課題である。そのため，第 1 期中期計画では，空中レーザー計測による微細な断層変位地形の

検出（中田ほか，200820)）やテフロクロノロジーを用いた更新世中期の噴火史の復元（梅田・壇原，

200821)）に係る調査技術の整備を進めてきた。さらに，非火山地帯であっても概要調査などによって地下

深部のマグマなどの存否をあらかじめ確認することが重要であることから，地震波速度構造，比抵抗構造，

地下水中の希ガス同位体などのデータを組み合わせた総合的な解析手法を提示した（Umeda et al., 

200722)）。一方，活断層や第四紀火山の存在の有無のみならず，地層処分システムの性能に影響を及

ぼすような自然現象による地層の著しい変動（例えば，著しい隆起・侵食，熱水活動）が過去に生じてい

ないことを確認することも求められている。これらについては，河成段丘の編年（TT 法：Terrace to 

Terrace；吉山・柳田, 199523)）に基づく内陸部の隆起量の算定（田力ほか，201024)）や熱年代学的アプロ

ーチによる熱史の復元（花室ほか，200825)）などの調査技術を整備してきた。さらに，内陸小盆地の堆積

物のモダンアナログ解析によって過去数十万年間のローカルな古気候・古環境の変遷を復元することも

行われた（佐々木ほか，200626)）。 

以上のように，第 1 期中期計画では，火成活動及び隆起・侵食／気候・海水準変動に関する地上から

の調査に係る技術基盤はおおむね整備されていると考えられるが，例えば，西南日本のように河成段丘

の発達が乏しい地域での内陸部の隆起量の算定手法などについては，第 2 期中期計画においても研究

開発を引き続き進めていく。断層運動に係る調査技術については，特に，変動地形が明瞭でない活断

層の認定や地下深部の震源断層を確認するための技術のほか，さらに長期の予測・評価の基盤情報と

なる断層の発達段階（断層の成熟度）を評価する技術などが課題であることから，第 2 期中期計画では，

基盤的な研究を含めてこれらの調査技術の実用化を図っていく。また，全体計画のフェーズ 3 で示され

た地下施設を活用した調査の技術基盤を整備していくため，ボーリング孔や坑道などが地下で遭遇した

断層の活動性の評価に必要な断層岩の熱履歴解析や断層充填鉱物の年代測定などの技術開発を行

い，第 2 期中期計画においてそれらの技術の実用化の見通しを得る。 

なお，高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る安全評価については，その評価指針や評価期間は

定められていないが，十万年を超えるようなさらに長期の予測・評価の必要性を検討するためにも，現状

の調査技術のレベルで過去の地質イベントや変動のパターン・規模などを時間スケール（1000 年～100

万年オーダ）に応じて，どの程度の分解能で識別できるかをそれぞれの事象ごとに取りまとめ，第 2 期中
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期計画の早い段階で提示することが必要である。また，これらの情報に基づき，将来十万年程度あるい

はそれ以上の期間の予測・評価に，どの程度の不確実性が内在するかを検討しておくことが重要であ

る。 

3.2.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

長期予測・影響評価の基本的な考え方は，自然現象を発端とする様々な地質環境への影響に係るシ

ナリオについて，そのシナリオの発生する可能性と地質環境の変動幅を予測結果に内在する不確実性

を含めて示していくことである。これらは，変動シナリオを考慮した安全評価と密接に関連する。予測・評

価についての方法論としては，過去から現在までの現象の変動傾向から将来を外挿する方法や現象の

生起を統計的に求めて発生確率を計算する方法などが基本となる（例えば，田中・千木良，199727)）。さ

らに，経験則に加えて現象のメカニズムや地質環境の変化に至るプロセスを考慮した数値シミュレーショ

ンによる科学的信頼性の向上を図っていくことも重要となる（梅田ほか，200517)）。いずれにしてもモデル

開発に際しては，取得したデータの品質（例えば，物理探査などの分解能，分析方法に係る精度・確度

やモデルの信頼性，検証方法やその方法の妥当性）を検討しつつ，予測・評価結果に係る不確実性を

定量的に示していくことが重要である。第 1 期中期計画を含めたこれまでの研究開発では，地殻変動に

伴う地形変化をシミュレートするための技術（例えば，Saegusa et al., 200928)）やマグマの貫入に伴う熱・地

下水理の時間変化をシミュレートする技術（坂川ほか，200529)）の整備を進めた。また，将来十万年程度

にマグマの上昇・噴火が起こりうる可能性を確率的に評価するため，時空間点過程による確率モデル

（Martin et al., 200330)）のほか，ベイズ法によって広域的な地震波速度構造や地温勾配を考慮した確率

モデルを開発し，東北日本弧において適用した（Martin et al., 200431)）。 

サイト選定に係る予測・評価のうち，火成活動については，地下深部の潜在的なマグマなどの存否を

確認するための調査技術がおおむね整備されており，マグマの上昇・噴火により物理的隔離機能が喪

失する可能性のある地域については，地上からの調査で取得されるデータによって，将来十万年程度で

あれば回避すべき範囲を提示できると考えられる。また，これらの決定論的な判断を補完するため，新た

な火山の発生の可能性を確率論的に示すモデルの開発も既に行われている。一方，断層運動について

は，現在の地殻応力場の下で活断層は繰り返し活動するため，既存の断層の進展や破砕帯の拡大，副

断層の形成などが生じる可能性もある。また，活断層の多くは，現在のテクトニクス（ネオテクトニクス）が

成立する以前に形成された断層が現在の地殻応力の配置などに応じて再活動したものと考えられている

（例えば，Sato, 199432); Fabbri et al., 200433)）。これらの現象が生じる可能性のある範囲などを一定の裕

度を見込んで予測するためにも，数値解析による断層の形成・発達過程のシミュレーション技術を整備し

ていくことが重要である。 

変動シナリオに基づく安全評価に係る予測・評価については，特に地殻変動によって生じる地形・地

質構造の変化やそれに伴う地下水流動や水質の変動幅を検討していくことが不可欠である。第 1 期中期

計画では，地質分布や活構造区ごとの隆起速度を考慮した従順化モデルを構築し，1 万年オーダの大

局的な地形の変化をシミュレートできる技術を開発し，所期の目標を達成した。第 2 期中期計画では，こ

れらの技術の科学的な妥当性を示すため，河成段丘の高度・分布などに基づく地形学的知見に基づい

て復元された古地形（十万年程度）から現在の地形をどの程度再現できるかについての数値実験を行う

とともに，シミュレーション技術の問題点を明確にした上で，その改良を進めていく。また，地質環境の変

化の予測・評価に際しては，数値解析のみならずモダンアナログに基づく環境データを活用していくこと

により科学的な信頼性が高まるものと考えられる。しかしながら，予測期間が 10 万年オーダになると，シミ

ュレーションによって得られた予測結果の信頼性も乏しくなると考えられる。その場合には，前述したよう

に，地質学的情報に基づき過去の地形・地質構造を大まかに復元した上で，それらを場のモデルとし地
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下水の流れや水質などを再現し，それらの変動傾向から将来の地質環境の変化の大きさや内在する不

確実さを提示していくことになる。そのため，第 2 期中期計画では，古水理地質学的なアプローチによっ

て過去の地下水の流れや水質などを推定するための一連の調査・解析・評価手法を整備していく。 

3.2.3 年代測定技術の開発 

「地質環境の長期安定性に関する研究」の科学的な基盤は，過去の自然現象の活動した時期やその

変動の傾向・速度を精度良く把握することである。そのため，放射年代測定法を含めた編年技術を整備

していくことが特に重要となる。特に，火成活動の場合は，噴出物の年代測定によって活動履歴を把握

することが可能であるが，断層運動や隆起・沈降・侵食については主に地形学的情報に基づき活動履歴

を推定するため（その多くは MIS5e に形成された地形面に変位を及ぼしているか否かによって判断がな

される），約十万年以前の活動性を把握することが困難となる。そのため，これまで研究事例が少ない断

層岩や割れ目充填鉱物の放射年代測定法を構築し，これらの年代が決定できれば，より古い時代の断

層運動の生じた時期や隆起・沈降・侵食の活動の傾向を把握することができ，それらに伴う地下水の流

れや水質の変化の予測・評価の信頼性も格段に向上すると考えられる。また，さらに長期間における予

測・評価に係る不確実性を低減するためにも，概要調査などの技術基盤となる編年技術を高度化するこ

とは不可欠である。なお，国は安全規制の立場から実施主体による概要調査などの結果などについて，

それらの妥当性や信頼性を含めた技術的な評価を行うこととなっているが，特に編年技術に関しては，

放射年代測定で得られた測定値の精度（precision）や確度（accuracy）（例えば，兼岡, 199834)），年代値

の地質学的な要件も含めた解釈など，幅広くかつ専門的な判断能力が要求される。これらの技術的な支

援（特に，安全規制において求められる実施主体が提示したデータの品質や解釈の妥当性などに係る

技術的能力）に貢献するためにも，原子力機構において加速器質量分析計や希ガス質量分析計などに

よる放射年代測定技術の開発・改良といった技術基盤を整備していくことが，単に科学的知見のみなら

ず，化学分析に係る経験，ノウハウ，データの不確実性や品質の取り扱いとそれに基づく編年の判断根

拠などを蓄積していく上で極めて重要となる。 

第 1 期中期計画では，東濃地科学センターで保有するタンデム型加速器質量分析計（ペレトロン年代

測定装置）を用いて生物体試料や地下水中の二酸化炭素などの炭素-14（14C）年代測定法について実

用化を行った（國分ほか，201035)）。また，ベリリウム-10(10Be)年代測定法の実用化に向けた試料調整法

（年代測定試料の前処理などに係る技術）の開発や標準試料の測定などを行ってきた。一方，四重極型

質量分析計と誘導結合プラズマ質量分析計（ICP-MS）を用いたウラン・トリウム・ヘリウム（(U-Th)/He）年

代測定システム，希ガス質量分析計によるカリウム・アルゴン(K-Ar)年代測定システムの開発を行い，年

代標準試料の測定を行ってきた（Yamada et al., 200836)；山崎ほか，200937)）。第 2 期中期計画では，10Be

年代測定法，(U-Th)/He 年代測定法及び K-Ar 年代測定法の実用化を図るとともに，断層岩や割れ目充

填鉱物の年代測定によって断層の活動年代を決定するための試料調整法を確立する。また，放射年代

測定法が利用できない場合を想定して，テフラ（火山灰）を年代指標とした編年技術の整備を進めている。

第 1 期中期計画では，火山ガラスの屈折率の統計解析によって微量のテフラ起源粒子を同定する多量

屈折率測定地質解析法（RIPL 法）の実用化を図った（梅田・古澤，200438)）。しかしながら，鮮新世から

前期更新世の堆積物中に含まれる比較的古い時代のテフラは，火山ガラスの変質や風化・消失などによ

って屈折率の測定が困難である。そのため，第 2 期中期計画では，残存鉱物である石英や斜長石中に

含まれるメルトインクルージョンの化学組成を指標にテフラを同定する手法を開発する。 
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4. 平成 22 年度の研究計画 

 

4.1 調査技術の開発・体系化 

4.1.1 変動地形が明瞭でない活断層などに係る調査技術 

(1) 目 的 

日本列島の主要な活断層については，すでに「200 万分の 1 日本列島活断層図」（200 万分の 1 活断

層図編纂ワーキンググループ, 200039)）などによって，その分布が取りまとめられている。しかしながら，活

動性が低い断層（＜0.1 mm/y）については，断層変位がその後の侵食によって不明瞭になり（地形学的

検知限界；Kaneda, 200340)），変動地形学的手法では活断層としての認定が困難となる。これらについて

は，空中レーザー計測による微地形や反射法地震探査などによって断層の推定が試みられているが，

第四紀の被覆層が薄い結晶質岩の分布する地域への適用には限界がある。そのため，地表からの調査

の段階において，変動地形が明瞭でない断層や伏在断層などの活断層の存在を確認するためには，変

動地形学的手法や地球物理学的手法を補完する新たな調査技術の開発が必要となる。本研究では，断

層から放出されるガスの主成分・同位体組成に着目し，これらの活断層を認定するための地球化学的な

調査技術を提示する。 

(2) 実施内容 

第 1 期中期計画では，主要な断層周辺の土壌ガスや地下水・温泉ガスなどの地球化学的性状につい

て検討を行い，水素濃度や希ガス同位体組成が断層の分布や活動性との間に相関が認められることを

見出した（例えば，Shimada et al., 200841); Umeda et al, 200842); Umeda and Ninomiya, 200943)）。そのた

め，第 2 期中期計画では，規模やタイプなどの異なるいくつかの活断層の事例研究を通じて，低活動性

の断層や伏在断層などといった変動地形が明瞭でない活断層を認定するための地球化学的手法の実

用化を図る。そのため，変動地形の特徴が異なる活断層（活褶曲，活撓曲を含む）や地質断層を含めた

様々な断層を対象に，断層のタイプ（正断層，逆断層，横ずれ断層），規模（長さ，破砕帯の幅），活動性

（最新活動時期，平均変位速度，活動周期），発達段階（未成熟～成熟）のほか，断層が分布するテクト

ニックな環境の違いを考慮しつつ，断層周辺の土壌ガス，温泉ガス，地下水中の溶存ガスなどの断層ガ

スを採取し，ヘリウム(He)，アルゴン(Ar)，二酸化炭素（CO2），水素（H2）などの主成分・同位体組成の分

析を行う。また，これらの断層ガスの地球化学的特徴と上記の地質学的データや地下構造に係る地球物

理学的データとの比較・検討を行い，変動地形が明瞭でない断層の認定に有効な地球化学的指標を抽

出し，断層のタイプやテクトニックな環境の違いに応じた調査技術を提示する。さらに，「4.1.4 地殻内の

震源断層などに係る調査技術」で得られた成果を踏まえ，地質学，地球物理学，地球化学データを含む

総合的な解析手法を構築する。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 断層ガスの化学組成と断層の規模・タイプなどとの比較・検討 

平成 24 年度までを目途に，活断層（活褶曲，活撓曲を含む）及び地質断層のほか，断層のタイプ（正

断層，逆断層，横ずれ断層）や規模（長さ，破砕帯の幅），活動性（変位速度，活動周期），発達段階（未

成熟～成熟），テクトニックな環境の違いなどによる断層から放出されるガスの主成分や同位体化学組成
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の特徴を取りまとめることを目標とする。ここでは事例研究を通じ，そのために必要な断層周辺の温泉ガ

スや地下水の溶存・遊離ガスの採取を行い， He，Ar，CO2，H2 などの主成分・同位体組成の化学分析

を実施する。平成 22 年度は，典型的な横ずれ断層（例えば，中央構造線，警固断層）及び低角の逆断

層（例えば，伊那谷断層）の周辺において試料の採取・分析を行う。また，これまで採取・分析したデータ

を含めて，これらの地球化学的特徴と地質学的データや地球物理学的データとの比較により，変動地形

が明瞭でない活断層の認定に有効な地球化学的指標の検討を行う。 

(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①断層ガスの

化学組成と断

層の規模・タイ

プ な ど と の 比

較・検討 

・規模やタイプなどの異なる代表的な断層を対象に断層

ガスの主成分・同位体組成などのデータの取得 

・上記の結果と断層の規模やタイプなどの地質学的情報と

地下構造に関する地球物理学的情報などとの比較・検討 

  

②地球化学的

指 標 に よ る 調

査技術の提示 

  ・活断層を認定するために有効な地

球化学的指標の抽出 

・断層のタイプやテクトニックな環境の

違いに応じた調査技術の提示 

 

③総合的な解

析手法の構築 

   ・震源断層などの検出技術などの成

果も踏まえ，地質学，地球物理学，地

球化学などのデータを含めた総合的

な解析手法の構築 
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4.1.2 断層の発達段階の評価に係る調査技術 

(1) 目的 

地層処分の安全性の検討においては，断層運動に伴う地震動による影響よりも，むしろ既存の断層の

再活動・成長や主断層から派生する副断層の形成，破砕帯の拡大などを検討することが重要となる。特

に，短い断層は，長大な断層に至る未成熟な段階の断層とも考えられている。これらは，今後数万年間

においては，数回～数十回の活動が生じることが想定され，地表における新たな変位の形成のほか，既

存の断層の伸長や破砕帯の拡大などが生じる可能性がある。これらの影響範囲も地表からの調査の段

階によってあらかじめ検討していく必要がある。そのため，サイト選定に際して断層からの離間距離を適

切に設定するための科学的な判断根拠として，地表からの調査の段階において，それぞれの断層の発

達段階（未成熟～成熟）を明らかにするための調査・評価技術を提示する。 

(2) 実施内容 

第 1 期中期計画では，主要な活断層を事例に，地形・地質学的手法や断層岩の放射年代測定などに

より，断層の活動履歴に関する調査技術の整備を進めてきた（例えば，Kagohara et al., 200944); Niwa et 

al., 200945)）。第 2 期中期計画では，テクトニックな環境ごとに，断層パラメータのほか，破砕帯の幅，活動

開始年代，変位速度，活動周期などの地形・地質情報に加えて，微小地震，モーメントテンソル解，歪速

度などの地球物理情報の統計的な解析を行い，それぞれの断層の特徴を明らかにする。その上で，既

存の活断層の進化モデル（Stirling et al., 199646)；Wesnousky, 199947)）を考慮しつつ，断層の発達過程に

係る概念モデル（例えば，断層ストランドの中央部から端部までの累積変位量の大きさなどに基づく発達

過程のモデル化）を構築し，主要な断層についての発達段階（成熟度）の分類を試みる。また，未成熟な

断層を断層ガウジの色調によって判断するといった地質学的なアプローチ（例えば，小林・杉山，

200448)）も行われており，これらの最新の成果も必要に応じて取り込んでいく。さらに，これまでの研究で

は，岩盤の破壊に伴う鉱物の破壊表面と水とのラジカル反応によって，水素が断層ガスとして地表に放

出されているといった報告がある（Wakita et al., 198049); Kita et al., 198250)）。断層の発達段階とそれに伴

う岩盤の破壊には，何らかの関係があると予想されることから，発達段階の異なる断層を対象に土壌ガス

や遊離ガスに含まれる水素濃度を測定することによって，水素濃度が断層の発達段階を示す地球化学

的指標としての有効性についても併せて検討する。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 断層ごとの地形・地質データと地球物理データとの比較・検討 

断層の成熟度を示す地質学的・地球物理学的指標を提示するため，平成 23 年度までを目途に国内

で認定されている活断層近傍の地震学データ（例えば，震源分布，発震機構解）と地質学データ（例え

ば，断層のタイプ，断層トレースの連続性・長さ，活動開始年代，平均変位速度）の既存情報を統計的に

整理し，それらの特徴のパターン化を試みる。このうち，平成 22 年度は糸魚川–静岡構造線以西の西南

日本に分布する全ての横ずれ活断層を対象に上記の情報の整理・分析を実施する。 

③ 地球化学的指標の検討 

平成 23 年度までを目途に，断層近傍から採取した土壌ガス，遊離ガス中に含まれる水素濃度が断層

の発達段階を示す地球化学的指標としての有効性を確認する。平成 22 年度は，水素ガス濃度簡易測

定法によって測定した土壌ガス及びボーリングから採取し，室内試験で測定された遊離ガスの水素濃度
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のデータの整理を行うとともに，対象とする断層のタイプ，断層トレースの連続性・長さ，活動開始年代，

平均変位速度，再来間隔などに関する既存情報の収集及び補足的な現地調査を通じて，それらと水素

濃度との関連性を取りまとめる。また，遊離ガスについては，炭素の同位体組成などを考慮しつつ，水素

ガスの起源についても併せて検討する。 

(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

① 断 層 ご と の

地 形 ・ 地 質 デ

ー タ と 地 球 物

理データとの比

較・検討 

・地形・地質データと地球物理データ

との比較・検討 

・断層ガウジの色調など 

   

②断層の発達

過程の概念モ

デルの提示 

  ・断層の発達過程の概念モデルの提示 

・主要な断層の発達段階（成熟度）の分類の評価 

③地球化学的

指標の検討 

・断層ガス中の水素濃度の地球化学

的指標としての検討（成果に応じて

H24 以降の継続・中止を決定） 
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4.1.3 地下で遭遇した断層の活動性に係る調査技術 

(1) 目的 

ボーリングや坑道などの掘削によって地下で遭遇した断層の活動性の評価には，活断層の調査で通

常用いられる上載地層法を適用することが困難となる。そのため，このような断層の活動性の評価を行う

ためには，断層運動に伴って生じる熱的なイベントや断層の上盤と下盤の岩体の上昇速度の違いなどを

断層物質や周辺の岩盤の岩石・鉱物学的手法によって明らかにすることが有効な手法となる。本研究で

は，地下施設を活用した調査段階において，地下で遭遇した断層の活動性を評価するため，断層岩や

断層充填鉱物，割れ目充填鉱物（例えば，炭酸塩鉱物脈）の年代のほか，熱年代学的アプローチによる

垂直変位速度の算定などの要素技術の開発を行い，当該手法の実用化の見通しを得る。 

(2) 実施内容 

断層岩などの年代測定を通じて断層の活動性を検討するためには，以下の 3 つの方法論が考えられ

る。 

第一は，断層運動によって生じた摩擦熱や地下深部から流入した熱水によって引き起こされる熱的な

イベントの生じた時期を明らかにする手法である。これについては，(U-Th)/He 年代測定法，フィッション・

トラック(FT)年代測定法などの閉鎖温度の低い放射年代測定法を用いて，（閉鎖温度より高い）熱的イベ

ントによる年代リセットが生じた最も新しい時期が推定できる。本研究では，地下で採取した断層岩につ

いて熱年代学的アプローチを適用することにより断層運動に伴う熱的イベントの時期を推定する。 

第二は，断層ガウジ中に含まれる熱水の流入によって生成された極細粒な自生雲母粘土鉱物の生成

年代を直接的に推定する方法や周辺の割れ目充填鉱物（炭酸塩鉱物脈）と断層の切断関係から断層が

変位した年代を間接的に推定する方法である。前者については，野外のみならずボーリング孔や坑道か

ら採取した断層岩から雲母粘土鉱物を分離し，粒子のサイズやイライトの結晶度の異なる試料の K-Ar 年

代測定を行い，断層運動によって熱水が流入した時期を明らかにする。後者については，鍾乳洞などを

事例に断層と切断関係にある炭酸塩鉱物のウラン・トリウム(U-Th)放射非平衡年代（234U-230Th 法：アイオ

ニウム法）を決定し，当該技術の有効性を提示する（例えば，放射平衡に達している炭酸塩鉱物脈を断

層が変位を与えていない場合には断層は少なくとも約 50 万年以上は活動していないという証拠となる）。 

第三は，断層の上盤と下盤の岩石中に含まれる閉鎖温度が異なる鉱物の年代測定を行うことによって，

それぞれの時間スケールでの垂直変位速度を算定することが可能である（梅田ほか，201051)）。本研究

においても，野外やボーリング孔で採取された岩石からジルコン，アパタイトを分離し，閉鎖温度の低い

FT 年代や(U-Th)/He 年代から断層の垂直変位速度を算定することを試みる。なお，アパタイトやジルコン

は随伴鉱物であることから，原岩ごとに含まれる量が大きく異なる。そのため，それぞれについて測定に

必要な量を確保するためにも，サンプリングに必要な岩石試料の量を効率的かつ簡便に見積もる手法が

必要となる。そのため，ICP-MS による全岩化学組成分析や特性 X 線に基づく研磨切片の二次元自動分

析などによって，それぞれの鉱物の存在を示す特徴的な元素（例えば，ジルコニウム）の含有量や組み

合わせからアパタイトとジルコンの含有量を見積もる手法を開発する。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 熱的イベントによる断層の活動性の評価 

平成 24 年度までを目途に，実際のボーリング孔や坑道で採取した断層岩や周辺岩盤の試料の放射

年代によって，断層運動に伴う熱的なイベントが生じた時期の推定を試みる。そのため平成 22 年度は，
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瑞浪超深地層研究所用地の主立坑や 1000 m 級のボーリング孔で採取された断層岩やその周辺岩盤の

試料の採取及び記載を行うとともに，予察的に FT 年代などの測定を実施する。 

② 断層岩に生成した鉱物の年代測定と活動性の評価 

第 2 期中期計画期間を目途に，断層岩に生成した鉱物の年代測定法の実用化を図るとともに，これら

の年代値と層序や切断関係から推定されている断層運動の時期の比較・検討を通じて，断層の活動性

を評価するための手法としての有効性を提示する。平成 22 年度は，断層ガウジ中の極細粒な自生雲母

粘土鉱物の K-Ar 年代及び割れ目充填鉱物としての炭酸塩鉱物の U-Th 放射非平衡年代に着目し，こ

れらの試料の採取方法，前処理法，年代測定法，データの解釈などを含めた一連の調査技術の問題点

の抽出や改善方策などを提示する。前者については，層序的に活動時期が推定されている断層のほか，

瑞浪超深地層研究所用地の主立坑の断層破砕帯から採取した粘土鉱物の採取を行い，既存の遠心分

離法によってフラクションごとに K-Ar 年代を決定する。後者については，石灰岩の鉱山や鐘乳洞の近傍

の断層を事例に，断層と切断関係にある炭酸塩鉱物脈を探索し，アイオニウム年代測定を実施する。 

③ 断層の上盤と下盤の上昇速度の違いによる垂直変位速度の推定 

平成 24 年度までを目途に，断層の上盤と下盤の岩体の冷却年代の違いに着目し，断層の垂直変位

速度を算定する手法の確立を目指す。そのため，平成 22 年度は，変動地形調査などによって最近数十

万年程度の変位速度が推定されている断層（例えば，阿寺断層）を事例に，断層の上盤と下盤から得ら

れた岩石試料を対象にジルコンとアパタイトの FT 年代などの測定を行い，熱年代学的アプローチによっ

て平均変位速度を算定するとともに，両者の比較・検討を通じてさらに長期の変位速度を推定する手法

を提示する。また，東濃地科学センターで保有する 1000 m 級のボーリング孔による花崗岩のコア試料を

用いて，ジルコンの(U-Th)/He 年代測定を行い，数百万年以上のオーダの土岐花崗岩体の上昇速度を

算定する。 

(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①熱的イベン

ト に よ る 断 層

の活動性の評

価 

・ジルコン，アパタイトの FT，(U-Th)/He 年代測定法の適用

・実際のボーリング孔や坑道で採取した試料を用いた熱

的なイベントの検出 

・熱的イベントと断層の活動性との関

連性の検討 

②断層岩に生

成した鉱物の

年代測定と活

動性の評価 

・自生雲母粘土鉱物の K-Ar 年代測定法の適用 

・炭酸塩鉱物脈の U-Th 年代測定法の適用 

・断層の活動性の評価手法としての有効性・問題点の抽出 

③断層の上盤

と下盤の上昇

速度の違いに

よる垂直変位

速度の推定 

・ジルコン，アパタイトのFT年代，(U-Th)/He年代などを組

み合わせた断層の垂直変位速度の推定手法の提示 

・原岩中のジルコン，アパタイトの含有量の推定手法の開

発 
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4.1.4 地殻内の震源断層などに係る調査技術 

(1) 目的 

将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能性がある現象（例えば，断層運動，マグマ活動）

の潜在的なリスクを排除するためには，地表からの調査の段階において，地下深部における震源断層や

高温流体（溶融体を含む）などの存否や構造をあらかじめ確認しておくための調査技術が必要となる。特

に，地殻中部に存在する微小地震の集中域や地殻深部に流体などが存在するような領域の付近では，

将来の活動によって，地殻浅所まで破断が進展することやそれに伴って地下深部の高温流体などが流

入する可能性も考えられるため，これらに関連する地下深部の不均質構造を把握するための技術基盤

の整備を進める。 

(2) 実施内容 

第 1 期中期計画では，主に地震波トモグラフィー法及び地磁気・地電流法（MT 法：Magnetotelluric 

Method）により，地殻中部～下部に存在する数十 km 以上の大きさの溶融体であれば，地上からの調査

において，その存否をあらかじめ確認できることを示した（例えば，浅森・梅田, 200552)；Umeda, 200953)）。

しかしながら，地震波トモグラフィー法は地震観測網の端部や地震活動が低い領域において分解能が

低下するなど，これらの物理探査技術は調査の対象とする領域の環境に依存して不確実性が増大する

ため，その低減や評価を行うための手法を構築する必要がある。第 2 期中期計画では，①微小地震の震

源決定精度の高度化，②地震波後続波データを用いた高分解能地震波トモグラフィー法，③MT データ

の三次元比抵抗構造解析法などの要素技術の整備を進めるとともに，これらを組み合わせた物理探査

技術によって，将来の活動により地表に変位をもたらす可能性を有する地下深部の不均質構造を検出

するための調査技術を提示する。 

微小地震の震源決定には，地表付近の地質構造が影響するため，これら三次元的な不均質構造の

影響を考慮した震源決定を行い，精密な震源分布の決定などから地殻内の脆性領域に存在する微小

地震の集中域を高精度で把握するための手法を提示する。さらに，地震波後続波データを用いた高分

解能の地震波トモグラフィー法による数 km 程度の分解能での地震波速度構造の推定事例を提示する。

比抵抗解析手法については，急峻な地形や地表付近の局所的な比抵抗異常に起因するスタティック・シ

フトの影響を考慮するとともに，解析結果の不確実性を評価できる三次元解析プログラムを開発する。ま

た，ノイズの影響を低減するためのスタッキング法や人工ノイズの影響を評価するための手法を併せて整

備する。これらの要素技術を組み合わせた物理探査技術を提示するとともに，例えば，微小地震の集中

が認められる地域のうち明瞭な活断層が存在している領域や地表では活断層・地質断層が認められな

い領域に対してこれらの手法を適用し，当該技術の有効性や信頼性を検討する。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 微小地震の震源決定精度の高度化 

高精度の微小地震震源分布から，地殻内において震源断層と考えられる線状あるいは面状に配列す

る震源の集中域を把握する技術を構築することを目標とし，そのために必要な，地殻浅所の地質構造に

伴う三次元的な地震波速度不均質の存在を考慮した震源再決定による精密な震源分布を平成 23 年度

までに得る。平成 22 年度は，震源再決定法に係る既存解析プログラムに地質構造に伴う地震波速度不

均質を考慮した上で，複数のモデル計算に基づき当該解析の妥当性の確認を行い，震源決定精度の

向上に対する効果を定量的に示す。 
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③ MT データの三次元比抵抗構造解析法 

平成 24 年度までを目途に，地殻内の三次元比抵抗構造の不均質性から震源断層の存否を推定する

ための調査技術を確立する。そのため，地下深部における三次元的な不均質構造を推定するための有

効な手法の一つである MT 法について，観測データに含まれるノイズを低減させるためのスタッキング方

法及び解析結果の信頼性を評価することが可能な三次元インバージョン法の開発を行う。このうち，平成

22 年度は，これらに係る解析プログラムを作成するとともに，いくつかのモデル計算を通じた解析手法の

妥当性及び有効性の検証を行う。 

(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①微小地震の

震源決定精度

の高度化 

・地表付近の三次元的な不均質構造

を考慮した微小地震の震源決定 

・発震機構解などを含めた震源断層

の分布や構造を把握するための手法

の提示 

 

②地震波後続

波データを用

いた高分解能

地震波トモグ

ラフィー法 

 ・地震波後続波データを用いた高分解能の地震波トモグラ

フィー法による三次元地震波速度構造の推定 

・地震波速度構造から震源断層を検出するための技術の

提示 

 

③MT データ

の三次元比抵

抗構造解析法  

・三次元比抵抗構造解析プログラムの開発 

・ノイズの影響を低減するためのスタッキング法や人工ノ

イズの影響を評価するための手法の提示 

 ・総合 的 な物 理

探査技術の提示
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4.1.5 内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術 

(1) 目的 

沿岸域については，間氷期に形成された海成段丘の分布高度によって数十万年程度の隆起量を推

定することが可能である。内陸部については，氷期に形成される河成段丘を指標とした TT 法によって推

定が行われているが，TT 法は河成段丘の発達が顕著な東北日本や河川の中流域については適用でき

るものの，河成段丘の発達が乏しい西南日本や河川の上流域では，隆起量の見積もりに適用することが

困難であることが多い（例えば，田力ほか，200554)）。そのため，河成段丘の発達の乏しい地域やさらに

長期の隆起・侵食速度を算出するための新たな調査技術の開発が求められている。本研究では，河成

段丘の発達が乏しい地域にも分布する旧河谷堆積物や内陸小盆地の堆積物の編年に基づく隆起量の

ほか，原位置宇宙線生成核種（例えば，10Be，アルミニウム-26(26Al)）を用いた年代測定法による岩体の

露出年代や閉鎖温度の低い FT 年代測定法，(U-Th)/He 年代測定法による熱年代学的アプローチによ

って 10 万年オーダの侵食速度を地表からの調査の段階で明らかにするための調査技術を提示する。 

(2) 実施内容 

付加体が広く分布する西南日本では，河川争奪によって半環状の旧河谷（穿入蛇行）が形成されるこ

とが知られている。そのため，近接した地域において標高が異なるいくつかの旧河谷堆積物（離水堆積

物）の形成時期が推定できれば，その地域の平均的な隆起速度の推定が可能となる。本研究では，空

中写真，地形図などを用いて，日本全国の旧河谷堆積物の分布を抽出するとともに，地質やテクトニック

な環境の違いごとに GIS（Geographic Information System：地理情報システム）でそれらの特徴の整理を

行い，旧河谷堆積物の形成条件を検討する。また，堆積物の編年に関しては，河川堆積物，フラッド・ロ

ーム層，風成堆積物などの放射年代やテフロクロノロジーなどによって離水年代を推定する。隆起速度

の算出に際しては，旧河谷堆積物の分布している標高のみならず，ボーリングや地中レーダーによって

埋没谷底の形状・標高を決定し，対象とする旧河谷の高度の違いを正確に把握する。また，内陸の小盆

地においても数十万年以前の堆積物が存在することも確認されており（例えば，佐々木ほか，200626)），

これらの堆積物を変動基準面とした隆起速度の算出方法についての検討も併せて行う。 

また，表層の岩石や土壌中に含まれる石英などに宇宙線が照射されることによって生成される 10Be や
26Al の蓄積量を測定することにより，それらの岩石が露出していた期間を 10 万年オーダで算定すること

が可能となる。また，広域かつ多くの河床礫などの 10Be，26Al 年代測定を通じて空間的な隆起・侵食量を

見積もることにより，例えば，断層の活動開始年代の推定に応用することも可能となる。さらに，複数の岩

石・鉱物の放射年代測定を通じて年代と閉鎖温度の違いから岩体の侵食速度を算定することにより，上

記の妥当性を検討していく。第 2 期中期計画では，これらの放射年代測定法によって，10 万年オーダの

時間スケールで隆起・侵食速度を算定するための技術基盤を整備していく。なお，本研究に必要な各種

年代測定技術は，「4.3 年代測定技術の開発」において進めていく。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 旧河谷，内陸小盆地堆積物の編年に基づく隆起量の算定 

複数の環流丘陵を伴う旧河谷の高度と堆積年代によって内陸部の隆起速度を算定するための手法の

開発を平成 25 年度までを目途に進めていく。平成 22 年度は，十津川流域においてこれまでに採取した

旧河谷堆積物について，砕屑物の大きさ・形状・種類などから河床堆積物・フラッドローム（洪水堆積物）
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層・崖錐堆積物を区分し，それらに含まれる試料を用いたテフラ・光ルミネッセンス（OSL）法・植物化石な

どの分析から堆積年代を推定する。さらにその結果を踏まえて，谷の下刻量とそれに基づく隆起傾向を

明らかにする。また，日本列島における旧河谷の分布を把握するために，空中写真，地形図などを用い

て旧河谷堆積物の分布を抽出し，GIS 化を行う。 

(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①旧河谷，内

陸小盆地堆積

物の編年に基

づく隆起量の

算定 

・日本列島の旧河谷・内陸小盆地の

分布の GIS 化及び地質・テクトニクス

の解析 

・堆積物の編年及び埋没谷底の形

状・標高などに係る調査技術の提示 

・調査技術の適用性の確認 

・上記の有効性・問題点の抽出，改良 

 

②放射年代測

定法による隆

起・侵食速度

の算定 

  ・河床礫などの年代測定による侵食速度の空間分布の把

握，断層の活動開始年代の推定 

・FT 年代，(U-Th)/He 年代などによる上記の結果の妥当性

の提示 
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4.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

4.2.1 地形変化シミュレーション技術の高度化 

(1) 目的 

地殻変動に伴う地形変化や気候・海水準変動は，地下水の流動や水質に変化を及ぼすことが想定さ

れる。特に，隆起量が大きい内陸部や海水準変動によって海面の上下変動を被る沿岸域では，長期的

にはそれらの変化の程度を検討することが必要となる。十万年程度の将来の地形の起伏や気候・海水準

は，過去数十万年の隆起・侵食や気候サイクルから外挿・類推することが基本となる。一方で，物理モデ

ル（隆起・削剥などといった現象を再現するための数値モデル）によって将来の地形の起伏をシミュレート

し，双方の結果を比較・検討することによって，予測結果の信頼性の向上を図ることが重要となる。これま

での研究開発では，拡散モデルに基づく地形変化シミュレーション・プログラムの開発を進めてきた（例え

ば，三箇・安江，200855)）。しかしながら，物理モデルによるシミュレーション結果の妥当性を検討する取り

組みが課題となっている。そのため，本研究では，過去の地形（古地形）を復元し，そこを起点として現在

の地形の起伏がシミュレーションによって再現できるか否かを一つの目安として，シミュレーション技術の

妥当性の評価を行う。 

(2) 実施内容 

古地形の復元に際しては，空中写真判読や地形・地質調査によって得られた各時代の段丘面の分布

とそれぞれの段丘面に近接する河川の河川縦断形との関係などから，各時代の地形面（接峰面図）を復

元する。その結果に基づき，例えば，東濃地方を事例に MIS6（約 14 万年前）及び MIS2（約 2 万年前）

を起点とする地形変化シミュレーションによって現在の地形の起伏や形状がどの程度再現されているか

を段丘の残存率，開析度，河床縦断形の形状，堆積物の層厚などを指標にシミュレーション技術の妥当

性を評価する。また，シミュレーションの入力パラメータである岩盤物性（侵食抵抗性）については，同じ

地質単元であっても風化，変質，破砕などによって異なっている。このパラメータは，これまで地表踏査に

よって対象となる岩盤から取得していたが，シミュレーションの効率化を図るためにも，DEM（Digital 

Elevation Model：数値標高モデル）を用いた解析によって，地形の起伏などの地形学的特徴を抽出する

とともに，これまでに得られた実測値などとの比較・検討から岩盤物性の空間的分布を明らかにするため

の技術を整備する。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① シミュレーション技術の妥当性の評価 

地形変化シミュレーション技術の妥当性を評価するため，平成 22 年度は土岐川流域を対象に，既存

の地形・地質調査データから MIS6，MIS2 のそれぞれの時代の接峰面を復元するとともに，これを起点と

したシミュレーションによって現在の地形（接峰面）をどの程度再現しているかを定量的に示す。さらに，

シミュレーション結果の妥当性については，段丘の残存率，段丘面の開析度，河床縦断面の形状，堆積

物の層厚などの指標も考慮する。



JAEA-Review 2010-034 

 - 21 -

(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

① シ ミ ュ レ ー

ション技術の

妥当性の評価 

・地形学的手法による古地形の復元

シミュレーションによる現地形の再現 

・段丘の残存率，河床縦断形などに

基づく妥当性の評価 

 

・妥当性評価に基づくシミュレーション

技術の改良 

・海域での堆積，寒冷気候下での侵

食・堆積などの現象のモデル化 

 

②岩盤物性の

設定の考え方 

  ・DEM を用いた地形の起伏などの解

析 

・岩盤物性の設定方法の提示 
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4.2.2 地質断層の再活動などに係るシミュレーション技術 

(1) 目的 

地層処分は，地震防災や地上施設の耐震評価と異なり，評価期間が数万年以上にも及ぶことから，

様々な時間的不確実性を包含した評価がなされるべきである。いわゆる活断層の分布は，第四紀の活

動性が認められない（あるいは不明な）地質断層の分布とほぼ一致することから，活断層の多くは鮮新世

～第四紀以降の応力場の下で既存の断裂が再活動したものと考えられる（梅田ほか，201051)）。そのた

め，現状の地殻応力場の下であっても，少なくとも現在の活断層と同じセンスの地質断層が再活動する

可能性は否定できない。また，すでに認識されている活断層についても断層の伸長や新たな副断層の

形成，破砕帯の拡大などについては，これらの範囲を推定するための地殻浅所の破壊過程をシミュレー

トする技術を整備していくことが重要となる。本研究では，サイト選定の際に，断層運動による物理的な影

響に対して裕度をもって回避すべき範囲を予測するため，既存断層の再活動や新たな断裂の進展など

に係る数値シミュレーション技術を整備する。 

(2) 実施内容 

有限要素法などによる連続体モデルや粒状体モデルに基づく三次元数値シミュレータ（例えば，

FLAC3D，PFC3D）を用い，地殻や表層地盤を想定した仮想媒質に対して外力を作用させ媒質内に破

壊が進展していく現象に基づいて，将来の断層形状や断層破砕帯が発達していく過程を模擬する。ここ

では，仮定する断層の幾何形状や周辺の断層との相互作用についても着目し，複数の仮想的なモデル

計算により断層の分岐や進展の範囲を感度解析的に示す。また，実在する主要な活断層を想定したシミ

ュレーションと断層性状や年代値に係る地形・地質学データのほか，測地学や地震学で得られている地

球物理学データとの比較により，シミュレーション結果の有効性や問題点を抽出する。 

また，日本列島の山地の多くは第四紀（あるいは鮮新世以降）に活動した断層によって形成されたと考

えられており，山地–平野境界には活断層が認定されていない場合であっても，サイトの選定に際しては，

特に注意を有すると考えられる。このような地域においては，活断層が存在すると仮定し，将来の断層の

マイグレーション，褶曲や撓曲の形成などを考慮しつつ，裕度をもって回避すべき範囲を設定することが

重要である。本研究では，4.1.2 における断層の発達段階に係る帰納的アプローチから得られた科学的

知見を含めて，断層運動によって物理的隔離機能の喪失が生じる可能性がある地塊構造境界と，そこで

の回避すべき範囲の設定方法を例示する。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 数値シミュレーションによる断層の再活動や分岐・進展などの範囲の評価 

平成 23 年度までを目途に，数値シミュレーションに基づいた断層の再活動や分岐・進展などについて

の感度解析を実施し，断層の発達過程の概念モデルを構築するとともに，断層運動に伴う周辺岩盤の

力学的影響が生じる範囲を示すための手法を整備する。そのため，平成22年度は連続体モデルに基づ

いた媒質変形にかかわる三次元数値シミュレータ（FLAC3D）を用いて，地殻や表層地盤を想定した仮

想媒質に外力を作用させることによる，媒質内の破壊の進展（断層の発達）過程の数値シミュレーション

を実施する。ここでは，仮定する断層の幾何形状や周辺の断層との相互作用について着目した複数の

モデル計算に基づき断層の分岐や進展をシミュレートし，上記の条件に応じた断層の発達に関する特徴

を既存の研究事例も踏まえて整理する。 



JAEA-Review 2010-034 

 - 23 -

(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①数値シミュ

レーションによ

る断層の再活

動や分岐・進

展などの範囲

の評価 

・連続体モデルによる数値シミュレー

ション 

・粒状体モデルによる数値シミュレー

ション 

・実在する活断層における数値シミュ

レーション 

・上記の断層の地形・地質学データ，

地球物理学データの取得 

・シミュレーション

結果と観測デー

タとの比較・検討

による予測手法

の妥当性の評価

②地塊構造境

界の設定 

  ・既存資料による山地–平野境界の地

形・地質・地球物理データの収集・整

理 

・地塊構造境界

の設定方法の例

示 
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4.2.3 地殻変動に伴う熱水活動の形成に係るモデルの開発 

(1) 目的 

日本列島には非火山地帯であっても高温の温泉が分布している地域や高い地殻熱流量が観測され

ている地域がいくつか存在する。これまでの研究によって，これらの熱水活動のメカニズムの検討を行い，

いくつかの熱源のタイプ（例えば，スラブ起源流体の上昇，潜在的マグマの存在，貯留層の放射壊変熱）

があることが明らかにされた（例えば，Umeda et al., 200722)）。しかしながら，これらの熱源及びそれに関

連する熱水系の将来の消長については，不明な点が多い。また，最近になって，断層運動に伴う破砕帯

の透水性の変化に由来する局所的な熱水上昇域の形成の可能性も指摘されている（岡ほか，200956)）。

本研究では，変動シナリオを考慮した安全評価に反映するため，断層運動を含む地殻変動に起因する

熱水活動の発達過程や周辺岩盤に及ぼす熱，水理，水質などの影響と範囲を把握するためのシミュレ

ーション技術を開発する。 

(2) 実施内容 

これまでに開発した高温・高圧領域を対象とした熱・水連成シミュレータ magma2002（坂川ほか, 

200529)）や熱水と岩石の化学反応なども取り扱える既存のシミュレータ（例えば，TOUGHREACT57)，

NUFT-C58)，MIN3P59)，PHAST60)）を用いて仮想的な熱源を設定し，地質環境の変化の大きさやその範

囲を把握するための感度解析を実施する。特に，断層運動による破砕帯の透水性の変化については，

断層周辺の破砕帯の形状や透水性などのパラメトリック・サーベイを行う。さらに，熱水活動を伴っている

実際の断層を事例に，熱水変質帯の広がり，温度構造，放射年代値，岩石–熱水の化学反応などに係る

データを取得し，シミュレーション結果の妥当性を評価する。また，4.1.4 の物理探査技術の開発で得られ

た地殻中の震源断層周辺に賦存している高温流体の分布に係る科学的知見も併せた検討を進める。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 既存のシミュレータによる感度解析 

平成 23 年度までを目途に，数値シミュレーションに基づいた熱水活動の形成に関する概念モデルを提

示することを目標とする。そのため平成 22 年度は，既存の熱・水・化学連成シミュレータ（magma2002，

TOUGH2/EOSN）を用いてこれまでに実施したシミュレーション結果の取りまとめを実施するとともに，断

層運動に伴う熱水活動のシミュレーションを行う際の問題点や改善策などを提示する。 
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(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①既存のシミ

ュレータによる

感度解析 

・magma2002 や既存のシミュレータに

による熱水活動の生成過程及び熱，

地下水流動，水質などの時間変化に

係る感度解析 

   

②モデルの妥

当性の評価 

 ・実在する断層及びその周辺岩盤における数値シミュレー

ション 

・熱水変質帯，温度構造，放射年代値，岩石–熱水の化学

反応などに係るデータの取得 

・シミュレーション結果と観測データなどとの比較・検討によ

る予測手法の妥当性の評価 
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4.2.4 超長期における予測・評価手法に関する検討 

(1) 目的 

地層処分における将来の地質環境の予測・評価は，過去の自然現象の偏在性や変動傾向に基づき，

将来を外挿することが基本となる。しかしながら，過去のイベントや変動パターン・規模に係る記録は，さ

かのぼる年代や地域によって識別できる分解能が異なることから，予測結果に伴う不確かさも様々である。

そのため，本研究では断層運動，火山活動，隆起・侵食，気候・海水準変動について，既存の調査技術

によって得られる編年の精度を取りまとめるとともに，外挿法による予測結果の不確実さを，予測する時

間のスケールに応じて提示する。また，将来十万年を超えるような時間スケールにおいては，現在のテク

トニクスそのものが転換する可能性があることから，断層運動や火成活動などによって引き起こされる物

理的隔離機能を損なう恐れのある地域を外挿法によって提示することは困難となる。そのため，本研究で

は超長期において新たな断層や火山が発生する可能性についても確率論的アプローチによって検討す

る。 

(2) 実施内容 

断層運動，火山活動，隆起・侵食，気候・海水準変動について，これまでの研究事例のレビューを行

い，それぞれの編年手法に伴う精度・確度などを考慮しつつ，異なった時間スケール（1000 年～100 万

年オーダ）で地域別に整理を行う。また，これらのデータに基づく外挿によって，予測する時間スケール

（例えば，1 万年オーダ，10 万年オーダ）に応じてどの程度の予測の幅（不確実性）が生じるかを定量的

に示していく。また，確率論的アプローチについては，これまでの研究によって新たな火山が発生する可

能性について，カーネル関数を用いた空間モデルや最近隣法による時空間モデルによって，地域ごと

の確率分布を求めた。本研究では，10 万年オーダ以上の期間において新たな断層が発生する可能性

を空間モデル，時空間モデルのほか，地球物理データや地球化学データをベイズ法によって組み込ん

だ multiple inference モデルを開発し，これらの現象の発生する確率を求める手法を提示する。 

前述したように，日本列島の現在のテクトニクスの枠組みが成立したのは，鮮新世から第四紀の前半と

考えられている。そのため，現在の山地や平野の形成が始まったのもこの頃と考えられるが，隆起速度と

侵食速度が共に大きい日本の山地では山地の成長とともに起伏が増大するが，山地の平均高度の増加

につれて侵食速度も大きくなる。両者が動的平衡に達すると山頂高度も一定に保たれるため（Ohmori，

198761)），今後も地形の変化は小さく，地下水の流れや水質の変化もあまり生じないことが想定される。

一方，おおむね最近百万年以内に隆起が開始した地域では，隆起速度と侵食速度が平衡に達していな

いため，将来も山地が上昇し，起伏も大きくなると考えられる。10 万年オーダ以上の期間の予測・評価に

際しては，それぞれの山地の地形発達の段階を把握しておくことが重要である。そのため，例えば，吉川

（1985）62)による 1) 隆起によって山地の平均高度と起伏がともに増加する時期（成長期），2) 一定の高

度と起伏を保持する時期（極相期），3) 平均高度と起伏が減少する時期（減衰期）などの区分を参考に，

山地周辺の河成段丘や砂礫層，小起伏面の傾動，関連する断層運動などの情報から山地成長曲線を

推定し，日本列島のそれぞれの山地の発達段階を検討する。また，これらの結果を地形区分図レベルで

取りまとめる。 
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(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 外挿法による予測に伴う不確実性の評価 

これまでの活断層調査では，最近数十万年程度の断層の活動性に関する情報は得られているものの，

さらに長期の予測・評価に際しては，断層運動の開始以降の活動性に関する情報が必要となる。平成 22

年度については，断層運動に着目し，日本列島における活断層の活動開始年代を推定するための調査

手法（例えば，河川の屈曲や逆断層地塊の高度などから推定される総変位量と平均変位速度からの算

出）を取りまとめるとともに，それぞれの調査によって推定された年代値に伴う不確実性（精度・確度）を提

示する。また，全国の活断層を対象に，それらの活動開始年代を算定するために必要な個別情報を収

集・整理するとともに，活動開始年代を示した断層分布図を作成する。なお，年代値の不確実性を反映

するため，一定の基準に基づく確実度を併せて示す。 

③ 日本列島の山地の地形発達段階の検討 

日本列島に分布する代表的な山地や丘陵などを事例に，DEM を用いたモデル計算を通じて，隆起

速度と侵食速度の動的な平衡状態を定量的に示すための手法を整備する。また，Sugai and Ohmori 

(1999)63)などの先行研究を参考に，日本列島を対象に山地や丘陵の形状や谷底・斜面の勾配などの地

形学的特徴を解析し，動的な平衡状態の程度との関連性に基づき，帰納的なアプローチによって日本

列島の山地地形の発達段階を示した概観図を作成する。 

(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①外挿法によ

る予測に伴う

不確実性の評

価 

・研究事例のレビュー 

・それぞれの編年手法の適用条件，

限界，留意点などの整理 

・異なった時間スケールでのデータに

基づく外挿 

・予測期間に応じた不確実さの提示 

 

②超長期の確

率モデルの開

発 

   ・空間モデル，時空間モデルの開発 

・地球物理・地球化学データの収集及

びベイズ法による multiple inference モ

デルの開発 

③日本列島の

山地の地形発

達段階の検討 

・山地周辺の河成段丘や砂礫層，小起伏面の傾動，関連する断層運動などの

情報の収集・整理 

・山地成長曲線の推定 

・山地の地形発達段階の検討 
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4.2.5 古水理地質学的アプローチによる地質環境の変化の予測・評価手法の開発 

(1) 目的 

過去十万年程度においては地形学的情報が得られることが多いことから，将来十万年程度の地質環

境の変化についてもある程度の信頼性をもって予測・評価が可能となると考えられる。しかしながら，それ

以前の地形学的情報は得ることが困難であることから，十万年を超えるような時間スケールでは予測・評

価に伴う不確実性も増大すると考えられる。そのような場合には，地質学的情報に基づき過去の地形・地

質構造を復元した上で，それらを場のモデルとして地下水の流れや水質を再現するといった古水理地質

学的なアプローチが有効である。さらに，それぞれの時代で再現された地下水の流れや水質などの変動

パターンを外挿することによって，さらに長期の時間スケールでの地質環境の変化の幅や予測の不確実

性を示すことが可能となる。本研究では，瑞浪超深地層研究所用地を含む東濃地域を事例に，10 万年

から 100 万年オーダの時間スケールで過去から現在までの地質環境を再現するための一連の調査・解

析・評価手法の技術基盤を構築する。 

(2) 実施内容 

木曽山脈・三河高原から濃尾平野・伊勢湾にかけての木曽川・土岐川水系の領域を対象に鮮新世か

ら現在までの地形・地質構造の発達過程の解明を目指す。これらについては，領域内の活断層の変位

方向・速度や濃尾平野の堆積速度などのほか，特に河成段丘堆積物や瀬戸層群などの堆積機構や堆

積環境に着目しつつ，それぞれの時代での地下水流動解析の場のモデルに相当する地形・地質構造

モデルを作成していく。地下水流動解析の境界条件となる気温や涵養量などについては，これまで採取

した東濃地域の内陸小盆地や濃尾平野などの堆積物に含まれる花粉やプラントオパールの分析などに

よって推定する。これらに基づきそれぞれの時代での地下水流動特性などを数値シミュレーションによっ

て復元していく。さらに，岩石–水反応や化石海水の混入なども考慮しつつ，鮮新世から現在に至る地下

水の地球化学的な進化のプロセスを提示するとともに，広域地下水流動研究や超深地層研究所計画の

ボーリング孔や坑道で得られた観測データ（例えば，地下水の主成分・微量成分，同位体組成）や割れ

目を充填している鉱物の化学組成・同位体組成，U-Th 放射非平衡年代などとの比較・検討により，一連

の調査・解析・評価手法の妥当性を評価する。また，これらの研究によって得られた地下水の流れや水

質などの地質環境の変化の傾向を外挿することにより，その変動幅と外挿に伴う不確実性を予測に係る

時間スケールごとに提示していく。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

①地形・地質構造の発達過程の解明 

第 2 期中期計画では，過去数百万年から現在までの広域的な地下水流動の変化の幅を提示するた

めの一連の手法を提示することを目標とする。そのため，平成 24 年度までを目途に，木曽山脈から伊勢

湾までの木曽川流域を事例に，鮮新世～第四紀の地形・地質構造の発達史を考慮しつつ，それぞれの

時代について水理地質構造モデルのベースとなる地形・地質構造モデルの構築を目指す。平成 22 年

度は，瀬戸層群に着目し，これらの形成年代や堆積環境などを既存文献やこれまでの地形・地質調査に

よって得られたデータから復元する。なお，瀬戸層群の形成年代については，不明な点が多いことから，

テフロクロノロジーや古地磁気年代などによって補足的な現地調査を行い，年代値に関する情報を収集

する。 
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(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①地形・地質

構造の発達過

程の解明 

・活断層の変位方向・速度や濃尾平野の堆積速度の推定

・河成段丘堆積物や瀬戸層群などの堆積環境の解明 

・更新世中期の内陸小盆地堆積物の採取及び花粉分析

などによる古気候・古環境の復元 

  

②過去から現

在までの地質

環境の復元 

 ・地形・地質構造モデルの構築，地下水理の数値解析 

・地下水の地球化学的な進化プロセスの解明 

 

③調査・解析・

評価手法の妥

当性の評価 

  ・観測データ，割れ目充填鉱物の地質学的データとの比

較・検討，一連の調査・解析・評価手法の妥当性の評価 

・時間スケールごとの外挿による変化の幅，不確実性の提

示 
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4.3 年代測定技術の開発 

4.3.1 加速器質量分析計を用いた 10Be 年代測定法の実用化 

(1) 目的 

「4.1.5 内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術」のうち，岩石の露出年代については，宇

宙線によって表層の岩石や土壌に含まれる石英中に生成した 10Be や 26Al の蓄積量を定量する必要

がある。そのため，東濃地科学センターで保有しているタンデム型加速器質量分析計（ペレトロン年代

測定装置）を用いて，10Be の定量法を確立し，10Be 年代測定法を実用化する。また，現在，ルーチン

化されている 14C 年代測定法についても，バックグラウンドの低減やビームの安定化などを図ることによ

り，測定精度の向上を目指す。さらに，26Al や塩素-36（36Cl）法を用いた年代測定も行えるよう，試料調

整法や測定法などに係る文献調査にも着手する。 

(2) 実施内容 

加速器質量分析計を用いたこれまでの研究開発では，生物体試料や地下水中の CO2 などの炭素同

位体を測定することによる 14C 年代測定法に係る技術開発を進めてきた（例えば，國分ほか，201035)）。こ

れらについては，すでにルーチン化しているものの，概要調査などに係る編年技術にとって重要な数万

年程度の年代測定に係る精度を向上させるため，ビームの安定化に向けたイオン源などの装置改良や

バックグラウンドを低減するための試料調整法の最適化によって測定精度の向上を目指す。10Be 年代測

定法については，これまで標準試料を用いて測定条件の調整を行ってきたが，今後は実試料の測定を

含めてその最適化を試みる。また，「4.1.5 内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術」では，年代

測定の対象とする試料が岩石であることから，岩石からのベリリウム(Be)抽出法の検討を含む試料調整法

を確立するとともに，試料調整から質量分析計による定量までの一連の年代測定のルーチン化を今後 5

か年に達成する。さらに，26Al は 10Be と同様に石英中に生成することから，10Be 年代と 26Al 年代を組み

合わせた評価を行うことで，岩石の露出年代の信頼性を向上することが可能となる。一方，36Cl 年代測定

法は 14C 年代測定法と同様に地下水の滞留時間などの推定が可能であり，14C 年代測定法より古い年代

を測定できる。これらの宇宙線生成核種は，東濃地科学センターで保有している加速器質量分析計の

性能で測定が可能であるが，それぞれ異なった試料調整法や装置構成などが必要であるため，当面は

これらについての情報の収集と仕様の検討を進めていく。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 14C 年代測定に係る測定精度の向上 

14C 年代測定の精度を向上させるために，イオン源などの装置改良によるイオンビームの安定化及び

試料調製法の改善によるバックグラウンドの低減を行う。さらに，実試料の分析を実施することで，現在の

分析法の問題点を抽出し，その改善を行う。 

② 10Be 年代測定法の実用化 

10Be 年代測定法の実用化に向けて，実試料を用いて加速器質量分析計の測定条件の最適化を試み

る。特に加速器の荷電変換部及び検出器の調整を行うことで，ベリリウム同位体の測定で妨害となる同

重体であるホウ素（10B）の除去効率及びイオンビームの検出感度を向上させる。また，10Be 年代値が得ら

れている火成岩などを用いて試料調整法の確立に着手する。なお，火成岩の試料は必要に応じてサン

プリングを行う。 
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(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①14C 年代測

定に係る測定

精度の向上 

・バックグラウンドの低減やビームの安定化 

②10Be 年代測

定法の実用化 

・実試料による試験測定 

・試料調製法の開発 

・試料調整法の改良 

・バックグラウンドの低減やビームの安定化 

・岩石の露出年代について，他の編年技術とのクロスチェ

ック 

③26Al と 36Cl

年 代 測 定 法

の事前調査 

   ・試料調製法や装置構成などの情報

収集及び仕様の検討 
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4.3.2 四重極型質量分析計などを用いた(U-Th)/He 年代測定法の実用化 

(1) 目的 

「4.1.5 内陸部の隆起・侵食速度の算出に係る調査技術」では，閉鎖温度の低い放射年代測定法に

基づいて岩体の侵食速度を算定することとしている。また，「4.1.3 地下で遭遇した断層の活動性に係る

調査技術」では，上記を応用して，地下の断層の上盤と下盤の上昇速度の違いからその垂直変位速度

を推定することを目指している。そのため，東濃地科学センターで保有している四重極型質量分析計に

よりヘリウム-4(4He)の定量を， ICP-MS によりウラン(U)，トリウム(Th)を定量する技術を整備し，(U-Th)/He

年代測定法を実用化する。 

(2) 実施内容 

(U-Th)/He 法については，これまで希ガス質量分析計によって 4He の定量を行っており，U，Th 含有量

の高いジルコンについては，年代測定技術の実用化を図った（例えば，Yamada et al., 200836)）。今後は，

ジルコンより閉鎖温度の低いアパタイトの年代測定によって，さらに若い時代の岩体の侵食速度や断層

の変位速度を見積もることが可能となる。しかしながら，アパタイトの U 含有量はジルコンに比べて低いた

め，東濃地科学センターで保有する希ガス質量分析計では 4He の定量が困難である。そのため，ヘリウ

ムのバックグラウンドが低い四重極型質量分析計と専用測定ラインを用いて定量を行うことにより，アパタ

イト単粒子の(U-Th)/He 年代測定法を実用化していく。さらに，ジルコンの(U-Th)/He 年代測定法につい

ては，年代の評価で重要となる α 放出補正法を最適化する。 

前述したように，アパタイトは U 含有量に乏しいものの，超高純度の酸を用いて結晶を溶液化すること

が容易であり，ICP-MS を用いた U，Th の定量に際しては低いバックグラウンドでの測定が可能である。

そのため，アパタイトについては通常の酸分解法による試料調整法によって最適な測定条件を提示する。

一方，ジルコンは U に富むものの，アルカリ溶融法による溶液化は酸分解に比べるとややバックグラウン

ドが高くなるため，高周波分解装置を用いた酸分解法を導入し，最適な測定条件を提示する。なお，そ

れぞれの鉱物における(U-Th)/He 年代測定法の閉鎖温度については，他の地質温度計（例えば，オパ

ール A/CT 境界や石英・イライト結晶度）との検討を行い，双方の妥当性についても評価を行う。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 四重極型質量分析計を用いた 4He の定量 

平成 23 年度までを目途に，四重極型質量分析計を用いた 4He 定量法を確立する。そのため平成 22

年度は，アパタイトを対象とする定量法に関する技術開発を行う。ここでは，同位体希釈法による分析操

作法や，アパタイトからの脱ガス条件を検討し，未知試料からの定量を行う。 

② ICP-MS を用いた U，Th の定量 

平成 22 年度中にアパタイトからの U, Th 定量法に関する技術開発を完了する。そのため，濃度・温度・

時間といった酸分解の際の条件，マトリクス濃度も考慮した ICP-MS 用の試料調製法などを検討し，①と

併せて未知試料の年代測定を行う。 
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(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①四重極型質

量分析計を用

いた 4He の定

量 

・バックグラウンドの低減 

・同位体希釈定量法の最適化 

   

②ICP-MS を

用いた U，Th

の定量 

・アパタイトの試

料の調製法・定

量法の最適化 

・ジルコンの U，Th 定量のバックグラウンドの低減 

・高周波分解装置などを用いた試料調整法の最適化 

 

③(U-Th)/He

年 代 測 定 法

の実用化 

 ・ジルコンの α 放出補正法の最適化 

・他の地質温度計による閉鎖温度の妥当性の評価 
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4.3.3 希ガス質量分析計などを用いた K-Ar 年代測定法の実用化 

(1) 目的 

「4.1.3 地下で遭遇した断層の活動性に係る調査技術」では，断層運動に伴う地下深部から流入した

熱水によって生成された断層ガウジに含まれる自生雲母粘土鉱物の K-Ar 年代から断層の活動した時期

や活動性の推定を目指している。また，数万年から数億年のオーダで岩石の年代を測定できる K-Ar 年

代測定法は，その他の調査技術にとっても極めて有効である。そのため，本研究では，数万年までの若

い年代をより正確に測定することが可能な感度法による K-Ar 年代測定法を実用化するとともに，極細粒

な自生雲母粘土鉱物を効率的に分離する技術を整備する。 

(2) 実施内容 

K-Ar 年代測定法は多くの岩石・鉱物に適用でき，数万年から数億年という広範囲の年代測定が可能

である点から，火成活動や地殻変動の編年に係る研究に広く有用である。東濃地科学センターで保有

する希ガス質量分析計によるアルゴン定量法，炎光光度計によるカリウム定量法を確立するとともに，標

準試料測定により最適化する。なお，数万年までの若い年代をより正確に測定するため，アルゴンの定

量は感度法を用いる。断層ガウジの K-Ar 年代に基づく断層の活動時期の推定については，これまで自

生雲母粘土鉱物のみを高純度で分離することが難しく，意味のある年代を得ることは困難とされてきた。

そこで，純水及び重液を用いた高精度の遠心分離により粘土鉱物を 0.1 μm 以下のサイズまで選別し，

高純度の自生雲母粘土鉱物を分離して K-Ar 年代測定法を適用する。さらに，粘土鉱物の分離法の最

適化を図るため，X 線回折による鉱物組成分析，電子顕微鏡などを用いた鉱物の表面構造や形態観察

も併せて行う。また，断層ガウジから分離された微少量の雲母粘土鉱物のカリウム定量に適したガスの抽

出条件を決定し，雲母粘土鉱物を含む岩石・鉱物についての K-Ar 年代測定法を実用化する。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① 感度法によるアルゴン定量システムの開発 

K-Ar 年代測定法の実用化に向けて，平成 23 年度までに希ガス質量分析計を用いた感度法によるア

ルゴン定量システムを構築する。平成 22 年度は，超高真空の分析ラインの構築と標準大気試料の調製，

アルゴン同位体分析に特化した希ガス質量分析計の調整を実施し，標準試料を用いた分析手順の最適

化と感度決定を行う。また，標準試料などの測定により測定値の精度・確度を評価し，年代測定限界を明

らかにする。 

② 自生雲母粘土鉱物の分離法の開発 

断層ガウジから極細粒の自生雲母粘土鉱物を，純水及び重液を用いた高精度の遠心分離により高純

度で分離する手法を平成 24 年度までに開発する。平成 22 年度は理論的計算に基づき断層粘土を分級

し，X 線回折による鉱物組成分析，電子顕微鏡などを用いた鉱物の表面構造や形態観察により，分離試

料の純度を評価することで，最適な分離法を検討する。また，分級した試料の K-Ar 年代測定を試験的

に実施し，前処理や測定に係る問題点を明らかにする。 
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(4) スケジュール（当面 5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①感度法によ

るアルゴン定

量システムの

開発 

・感度法による定量法の確立・最適化    

②自生雲母粘

土鉱物の分離

法の開発 

・高精度の遠心分離法の開発 

・X 線回折，電子顕微鏡観察などによる分離法の最適化 

  

③雲母粘土鉱

物を含めた岩

石 ・ 鉱 物 の

K-Ar 年代測

定法の実用化 

 ・他の火成岩試料による年代測定法の妥当性の評価 

・断層岩及び周辺岩盤のジルコン，アパタイトなどの FT 年

代，(U-Th)/He 年代などとのクロスチェック 

・炎光光度計による精度の高いカリウムの定量法の確立 
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4.3.4 高分解能のテフラ同定手法の開発 

(1) 目的 

放射年代測定に供する地質試料が得られない場合には，それを補完する方法として，テフラを年代指

標とした編年技術（テフロクロノロジー）が用いられる。また，テフロクロノロジーは，放射年代測定のように

誤差を伴わないため，地層処分にとって重要となる新第三紀と第四紀の年代区分を一義的に行えるとい

った利点を有している。これまでの研究開発によって，火山ガラスの屈折率の多量測定とその統計解析

によって，肉眼で確認できないような微量のテフラ起源物質を同定する多量屈折率測定地質解析法

（RIPL 法）を提示した（例えば，梅田・古澤，200438)）。しかしながら，鮮新世～中期更新世のテフラでは，

火山ガラスの保存状況が悪いため，屈折率の測定ができないことが多い。そのため，本研究では火山ガ

ラスが変質，風化・消失したテフラを同定する技術として，残存鉱物である石英や斜長石中に含まれるメ

ルトインクルージョン（結晶成長の過程で取り込まれたメルトの化石）の化学組成によってテフラを同定す

る手法を開発する。また，新第三紀と第四紀の境界付近の代表的なテフラのメルトインクルージョンの化

学組成を測定し，カタログとして整備していく。 

(2) 実施内容 

保存状況の悪いテフラに含まれる造岩鉱物（特に，斜長石，石英）中のメルトインクルージョンの化学

組成を東濃地科学センターで保有する EPMA（Electron Probe Microanalyzer：電子プローブ・マイクロア

ナライザー）を用いて精度良く，かつ，効率的に測定するため，試料の調整法も含めた測定手法を確立

する。また，いくつかの地点で採取された代表的な広域テフラについて測定を行い，化学組成の比較・

検討を通じて，当該手法の妥当性を評価する。さらに，より古い時代のテフラやローカルテフラにも適用

し，当該手法の有効性・問題点を抽出した上で，手法の最適化を図っていく。また，鮮新世と更新世の境

界（P-P 境界）付近に降灰したと考えられる代表的なテフラの斜長石や石英に含まれるメルトインクルージ

ョンの化学組成の測定を行い，それらをデータベースとして整備していく。 

(3) 平成 22 年度の研究計画 

① メルトインクルージョンの測定手法の確立 

東濃地科学センターで保有する EPMA を用いてテフラに含まれる造岩鉱物中のメルトインクルージョ

ンの化学組成の測定を可能にすることを目標とし，試料調製法及び測定手法を平成 23 年度までに確立

する。平成 22 年度は，供給源が特定され，化学組成が既知の広域テフラを用いて試料調製及び測定に

着手する。 

② メルトインクルージョンによるテフラの同定手法の確立 

実際のテフラを用いて，メルトインクルージョンによるテフラの同定手法の有効性・問題点を抽出し，平

成 24 年度までに当該手法の最適化を行う。平成 22 年度は，瀬戸層群に挟まれるテフラ起源物質を採取

し，石英や長石に含まれるメルトインクルージョンの化学組成の特徴から，鮮新世から第四紀前半の広域

テフラを同定するとともに，当該手法の妥当性を提示する。 
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(4) スケジュール（5 年間の計画） 

実施内容 H22 H23 H24 H25 H26 

①メルトインク

ルージョンの

測定手法の確

立 

・試料調整法，測定手法などの確立    

②メルトインク

ルージョンに

よ る テ フ ラ の

同定手法の確

立 

・広域テフラへの適用性の評価 

・より古いテフラ，ローカルテフラへの適用性の評価 

・有効性・問題点の抽出，手法の最適化 

  

③P-P 境界の

テフラカタログ

の整備 

  ・メルトインクルージョンの化学組成の測定及びカタログの

整備 
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　　国国際際単単位位系系（（SSII））

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

粘 度 パスカル秒 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号
面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

力 ニュートン N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン C s A
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

磁 束 ウエーバ Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
光 束 ルーメン lm cd sr(c) cd
照 度 ルクス lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位
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